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平成30年11月１日（木曜日）

午前９時51分開会

会議に付託された議案等

○総合政策及び行財政対策に関する調査

○その他報告事項

・平成31年度事業を検討するに当たっての視点

・県総合計画の改定状況について

・平成31年度当初予算編成方針について

・宮崎県総合防災訓練の実施状況について

・新田原基地の緊急時の使用のための施設整備

について

・防災拠点庁舎に設置予定の免震ダンパーにつ

いて

出席委員（７人）

委 員 長 松 村 悟 郎

副 委 員 長 田 口 雄 二

委 員 緒 嶋 雅 晃

委 員 井 本 英 雄

委 員 右 松 隆 央

委 員 前屋敷 恵 美

委 員 武 田 浩 一

欠席委員（１名）

委 員 原 正 三

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

総合政策部

総 合 政 策 部 長 日 隈 俊 郎

総合政策部次長
松 浦 直 康

（政策推進担当）

総合政策部次長
鶴 田 安 彦

（県民生活担当）

総 合 政 策 課 長 重黒木 清

部参事兼秘書広報課長 横 山 浩 文

広 報 戦 略 室 長 渡久山 武 志

統 計 調 査 課 長 長 倉 健 一

総 合 交 通 課 長 小 倉 佳 彦

中山間･地域政策課長 日 髙 正 勝

産 業 政 策 課 長 米 良 勝 也

生 活 ・ 協 働 ・
小 川 雅 彦

男 女 参 画 課 長

交通･地域安全対策監 最上川 周 一

みやざき文化振興課長 川 口 泰 夫

記紀編さん記念事業
坂 元 修 一

推 進 室 長

人権同和対策課長 磯 崎 史 郎

情 報 政 策 課 長 斎 藤 孝 二

国 体 準 備 課 長 岩 切 喜 郎

総務部

総 務 部 長 畑 山 栄 介

危機管理統括監 田 中 保 通

総 務 部 次 長
村 久 人

（総務･市町村担当）

総 務 部 次 長
大 西 祐 二

（ 財 務 担 当 ）

危 機 管 理 局 長
髙 林 宏 一

兼危機管理課長

部参事兼総務課長 丸 田 勉

人 事 課 長 河 野 譲 二

行政改革推進室長 田 村 伸 夫

財 政 課 長 吉 村 達 也

財産総合管理課長 横 山 直 樹

防災拠点庁舎整備室長 楠 田 孝 蔵

税 務 課 長 棧 亮 介

市 町 村 課 長 日 高 幹 夫

総務事務センター課長 佐 藤 領 子

消 防 保 安 課 長 室 屋 利 春
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事務局職員出席者

議 事 課 主 査 弓 削 知 宏

総 務 課 主 事 浜 砂 貴 裕

○松村委員長 ただいまから総務政策常任委員

会を開会いたします。

まず御連絡ですが、 原委員が公務のため本

日の常任委員会は欠席いたしますので御了承願

います。

次に、本日の委員会の日程についてでありま

すが、お手元に配付の日程案のとおりでよろし

いでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 それでは、そのように決定いた

します。

執行部入室のため、暫時休憩いたします。

午前９時52分休憩

午前10時２分再開

○松村委員長 委員会を再開いたします。

それでは、報告事項の説明を求めます。なお、

委員の質疑は執行部の説明が終了した後にお願

いいたします。

○日隈総合政策部長 おはようございます。総

合政策部でございます。本日はどうぞよろしく

お願いいたします。

まずは御礼を申し上げたいと思います。本県

での国民文化祭、全国障害者芸術・文化祭の開

催を２年後に控えまして、10月６日から７日に

かけて大分大会が開催されました。多くの議員

の皆様に御視察いただきまして、まことにあり

がとうございました。

2020年の本県大会の本番に向けまして、県議

会の皆様の御理解と御協力もいただきながら、

今後、本県のほうも着実に準備を進めてまいる

所存でございます。どうぞよろしくお願い申し

上げます。

あとは座って説明させていただきます。

お手元にお配りしております常任委員会資料

の表紙をおめくりください。目次をごらんいた

だきたいと思います。

本日は、その他報告事項が２件ございます。

１点目は、先日発表いたしました平成31年度

当初予算編成方針の「事業を検討するに当たっ

ての視点」について報告するものであります。

２点目が、県総合計画の改定状況につきまし

て御説明したいと思います。

県総合計画改定に係るこれまでの検討状況と

今後のスケジュール等について報告させていた

だきます。

詳細につきましては、この後、担当課長から

御説明申し上げます。よろしくお願い申し上げ

ます。

○重黒木総合政策課長 それでは、私のほうか

ら２点御報告させていただきます。

委員会資料の１ページをごらんください。

まず、平成31年度事業を検討するに当たって

の視点でございます。

毎年度の予算編成に当たりましては、特に重

点的、優先的に取り組む事項を、例年、総合計

画のアクションプランを進めるための重点施策

としてお示ししております。しかしながら、御

承知のとおり、現在、総合計画の改定作業を進

めておりまして、次のアクションプランは来年

度の６月に策定する予定でありますことから、

現時点では平成31年度予算に向けての重点施策

を整理することができない状況となっておりま

す。

しかしながら、人口減少の急速な進行などを
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踏まえまして、取り組むべきさまざまな課題が

ありますことから、４年前も同様でございまし

たけれども、来年度事業を検討するに当たって

の視点という形で整理して庁内各部局に示すも

のでございます。

視点のほうは大きく４つの柱で構成しており

ます。

まず１つ目でございますけれども、「未来を担

う人財の育成・確保」でございます。

人口減少が加速化する中、そのスピードに少

しでも歯どめをかけていくため、若者の県内定

着やＵＩＪターンの促進、それから子供を生み

育てやすい環境づくりに努める必要がございま

す。

また、顕在化する人材不足に対応するため、

産業や地域を支える人材の育成・確保や未来を

担う子供たちの育成、加えて、女性や高齢者な

どあらゆる人が活躍できる多様性を持った社会

の実現などを進める必要があると考えておりま

す。

次に２の「関係人口の創出と観光・交流の拡

大」でございます。

人口減少下にありましても、地域の活力を維

持するためには、本県の豊富な自然ですとか食

材、それから伝統文化、スポーツ環境などの多

彩な魅力を発信いたしまして、交流人口の拡大

と地域と継続的なつながりを持っていただく

─関係人口という言い方をしていますけれど

も、この関係人口の創出などを図る必要がござ

います。

また、ラグビーワールドカップですとか国文

祭・芸文祭などを絶好の機会といたしまして、

インバウンドを含めた観光・交流の拡大につな

げる必要があると考えております。

次に、３番目でございますけれども、「安全・

安心な暮らしの確保」でございます。

近年、自然災害が激甚化しておりまして、ハ

ード・ソフト両面から防災・減災対策、公共イ

ンフラの適切な維持・管理、それから地域のき

ずなやネットワーク強化などを進めまして、将

来にわたって住み続けられる地域づくりに取り

組む必要があると考えております。

また、県民が健康で安心して活躍できる環境

づくりに向けまして、医療・福祉人材の育成・

確保ですとか、超高齢社会を見据えた医療・介

護の連携、それから健康寿命の延伸に向けた取

り組み等を強化する必要があると考えておりま

す。

最後に、４の「更なる発展に向けた力強い産

業づくりと交通・物流基盤の充実」でございま

す。

本県の発展のためには、長期的視点に立って、

地域に根差した基盤となる産業づくりが重要で

あると考えております。成長産業の育成や農林

水産業の成長産業化、それから中核企業の育成

やグローバル展開などを進めていく必要がある

と考えております。それからＩＣＴを初めとす

る技術革新への対応、新事業・新サービスの創

出、あわせて産業成長を支え、県土づくりの基

盤となる交通・物流ネットワークのさらなる充

実等を図っていく必要があると考えております。

31年度事業を構築するに当たっての視点は、

以上でございます。

次に、２ページをお開きください。

２点目の報告事項でございますけれども、県

総合計画の改定状況についてでございます。

まず、１の改定の考え方でございます。

現行の総合計画につきましては、2030年度ま

でに目指す本県の将来像を示す長期ビジョンと、

知事の任期に合わせまして４年間で優先的に取
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り組みます施策を示すアクションプランの２つ

で構成されておりますけれども、今回の改定で

は、長期ビジョンの中途の期間であること等か

ら、この基本構成や基本目標などについては維

持しながら、経済・社会情勢の変化等を踏まえ

て一部見直しを行うこととしております。

また、長期ビジョンの中で重点的・集中的に

取り組む方向を示す長期戦略や県が取り組んで

いく施策全体を体系的にお示しする分野別施策

につきましては、必要な見直しを行うとともに、

今年度で終期を迎えますアクションプランにつ

きましては、長期ビジョンの改定内容等を踏ま

えて新たに作成することにしております。

次に、２のこれまでの検討状況と今後のスケ

ジュールでございます。

改定作業につきましては、６月からスタート

いたしまして、地域別に市町村職員ですとか県

民を対象にした会議なども行いながら、これま

で審議会を２回、それから人・くらし・産業に

分かれての部会を２回行いまして、御意見を伺っ

てきたところでございます。

本日の委員会で改定状況を御報告した後に、

必要な意見の集約等を行いまして、11月議会の

常任委員会では、長期ビジョンの素案を御報告

したいと考えております。

その後、パブリックコメントなどを実施し、

審議会からの答申を経まして、２月議会に長期

ビジョンを議案として提出させていただきたい

と考えております。

また、アクションプランにつきましては、長

期ビジョンの改定後に改めて審議会を開催して、

必要な作業を行いながら、来年度の６月議会に

議案を提案したいと考えております。

次の３ページをごらんください。

これまでの審議会等で出された主な意見でご

ざいます。

簡単に説明させていただきますけれども、ま

ず一番上の総合計画の改定に当たりまして、踏

まえるべき経済・社会情勢の変化についての御

意見としましては、①、②にございますように、

人口減少や少子高齢化に伴い、人材の確保や経

済・サービスの維持が厳しさを増していること

や東九州自動車道の交通インフラ等の整備が充

実しつつあること、それから国文祭や国体、障

害者スポーツ大会といった大型プロジェクトが

今後進展していくことを踏まえるべきではない

かという御意見をいただいております。

その下の人づくりに関する御意見につきまし

ては、①から⑥にありますように、人口減少で

すとか人材の育成、それからあらゆる県民が活

躍できる社会の実現についての御意見をたくさ

んいただいたところでございます。

また、その下のくらしづくりにつきましては、

コミュニティーの維持や福祉・医療の充実、そ

れから危機管理などについての御意見、最後の

産業づくりに関しましては、産業の成長ですと

か地域経済、資源の循環、観光・スポーツ・文

化の振興などにつきまして御意見をいただいて

いるところでございます。

次の４ページをごらんください。

参考といたしまして、現行の総合計画の概念

図を掲げております。

ただいま御説明しましたように、長期ビジョ

ンの基本目標等につきましては維持しながら、

真ん中のところに二重線で囲んでおりますけれ

ども、長期的視点から重点的・優先的に取り組

む戦略でございます長期戦略につきまして、現

在、審議会等での御意見を踏まえて見直しを進

めているところでございます。

次の５ページから、この長期戦略の見直しの
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考え方を記載しておりますのでごらんください。

まず、将来推計と予測というところでござい

ますけれども、これは長期戦略を見直すに当た

りまして、少子高齢化・人口減少が社会や経済

にどのような影響を及ぼすのか、それからそう

いったものを具体的にイメージする必要がござ

いますので、一定の条件設定を行い、ある程度

幅を持った数字ということになりますけれど

も、2030年の人口ですとか経済活動等について

推計をしているものでございます。

真ん中のほうに四角囲みが２つございますけ

れども、ケース１とケース２の２つに分けて推

計を行っております。

ケース１につきましては、人口動態につきま

して、国立社会保障人口問題研究所の推計どお

り、自然増減、社会増減が今の状態のまま推移

すると仮定しておりまして、各年齢階層別の就

業率ですとか生産額等についても現状とほぼ同

じとした場合でございます。

次に、ケース２でございますけれども、人口

動態につきましては、記載しておりますとおり、

大変厳しい目標であると考えておりますけれど

も、2030年代までに合計特殊出生率を2.07に改

善するとともに、全体の社会減も解消していく

と仮定しております。

また就業率につきましては、60歳代の就業率

が70％になるなど非就業者の経済活動への参加

が進み、経済活動の生産性は全体で10％程度向

上するとしております。

以上の条件で推計したところ、まず（１）の

人口構造でございますけれども、下の表にござ

いますように、ケース１、２ともに100万人を割

り込みまして、ケース１では97万7,000人、ケー

ス２では99万5,000人となっております。

また、次の６ページをごらんいただきたいの

ですけれども、上の（２）の就業人口につきま

しては、ケース１が約42万人、ケース２が約47

万人となっております。

それから、その下の（３）生産活動・県民所

得につきましては、ケース１ではいずれも減少

となっておりますけれども、ケース２では、生

産性の向上と高齢者の就業促進によりまして、

県内総生産額は減少いたしますけれども、１人

当たりの県民所得で見ますと22万円増加すると

いう推計になっております。

こういったことから、人口が減少していく中

でケース２にできるだけ近づけられるように、

産業の維持や活性化が図られる施策の展開が重

要になると考えているところでございます。

次に７ページでございます。

横の表になっておりますけれども、以上のよ

うな将来予測をイメージしながら、長期ビジョ

ンの見直しの方向につきまして整理したもので

ございます。

まず、図の左上に踏まえるべき変化である時

代の潮流としてまとめておりますけれども、本

格的な人口減少時代ですとかグローバル化、技

術革新の進展、それから人生100年時代の到来と

いったものが挙げられます。

それから、この一番下の囲みでございますけ

れども、人口減少による課題でございますが、

若年層の県外流出、それから地域社会の活力の

低下、暮らしに必要なサービスの維持が困難に

なるといった課題にしっかり対応していく必要

があると考えております。

一方で、真ん中の囲みでございますけれども、

本県には高い合計特殊出生率ですとか豊かな自

然環境、多様な文化や豊富な食材など、すぐれ

た特性がございます。こういった特性を生かす

ことで変化や課題に対応しながら、縦に書いて
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いますけれども、基本目標であります「新しい

豊かさへの挑戦」を進めていくことができるも

のと考えております。

その際に踏まえるべき事項として、真ん中に

点線で囲んでおりますこと等を勘案しながら、

基本目標の実現のために、右から２つ目の四角

囲みになりますけれども、５つの観点を掲げて

おります。

１番上の丸でございますけれども、人口減少

に歯どめをかけるために、社会減・自然減対策、

加えて中山間地域の振興、それから人材の育成

が必要であるということでございます。

２番目の丸は、本県の発展のためには、しっ

かりした経済基盤が必要なことから、産業の基

盤強化ですとか経済・資源の循環、それから新

たな事業の創出が必要であるとしております。

３番目の丸は、ゴールデンスポーツイヤーズ

や国文祭など、本県の魅力を発信する機会を活

用した観光・交流の拡大や地域の活性化が必要

であるとしております。

４番目でございますけれども、医療・福祉の

充実や健康づくり、あらゆる県民が活躍できる

地域社会の実現を掲げております。

最後は、南海トラフ巨大地震を初めとした危

機事象への対応が必要であるといった５つの観

点を掲げております。以上の観点に呼応する形

で、右の囲みになりますけれども、①の人口問

題対応戦略から⑤の危機管理強化戦略まで、５

つを長期戦略として整理したところでございま

す。これらの戦略は相互に関連し合っておりま

して、人づくり、くらしづくり、産業づくりと

して、相乗効果を発揮しながら、全体として人

口減少に立ち向かう戦略構成としておるところ

でございます。

次に８ページをごらんください。

それぞれの戦略に盛り込む内容について、か

いつまんで御説明いたします。

まず、戦略１、人口問題対応戦略でございま

す。

この戦略は、一番上の戦略の着眼点にありま

すように、若者の人口流出に歯どめをかけるこ

と、結婚・出産・子育て環境の充実などによる

人口減少の抑制、また移住・定住の促進や人材

の育成などを図りまして、人口減少が進む中、

とりわけ中山間地域におきましても活力が維持

される地域づくりを目指していこうというもの

でございます。

このため、下のほうに白抜きの文字でお示し

しておりますけれども、ライフステージに応じ

た結婚・出産・子育て支援ですとか、その下の

若者にとって魅力ある就学・就業環境の整備や

移住・定住の促進、暮らしに必要な機能の持続

的な提供等による地域社会の維持、それから次

の９ページでございますけれども、確かな学力

とともに地域への愛着やグローバルな視野を

持った子供たちの育成、産学金労官が連携した

切れ目のない学びの場の提供による人材育成に

取り組むとしております。

次に、10ページをお開きください。

戦略２の産業成長・経済活性化戦略でござい

ます。

本県の特性や地域資源を生かした産業づくり、

これを支える交通・物流ネットワークの充実や

グローバル展開に加え、中核企業の育成、地域

経済・資源の循環促進などに取り組み、持続可

能な産業構造の構築を目指すというふうにして

おります。

このため、その下にお示ししておりますよう

に、本県の特性や強みを生かした成長産業の育

成加速化と新たな産業づくり、それから農林水
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産業の成長産業化や輸出の促進、そして企業成

長の促進・中小企業の振興と地域経済の循環促

進、次の11ページになりますけれども、地域資

源を生かしたエネルギー循環や低炭素社会の実

現、最後に交通・物流ネットワークの充実に取

り組むとしております。

次の12ページをお開きください。

戦略の３、観光・スポーツ・文化振興戦略で

ございます。

観光地としての魅力の向上、外国人などの受

け入れ体制の強化等を図りまして、世界から選

ばれる「観光みやざき」の実現、また、県民自

身が観光・スポーツ・文化への理解を深めるこ

と等により、交流人口や関係人口の拡大を目指

そうというものでございます。

その下にございますように、魅力ある観光地

づくりや受け入れ体制の整備・充実による誘客

の強化、スポーツランドみやざきの魅力向上や

県民の生涯スポーツ振興、文化資源を生かした

地域活性化や県民の文化活動・交流の促進に取

り組むものでございます。

次の13ページ、戦略の４、生涯健康・活躍社

会戦略でございます。

これは地域における医療・福祉の充実や多様

な個性が尊重され、生涯にわたって活躍できる

地域社会の構築を目指すものでございまして、

その下にありますように、福祉・医療サービス

の充実や健康寿命の延伸、地域包括ケアのさら

なる推進、貧困や孤立などの困難を抱える人を

支える社会づくり、次の14ページになりますけ

れども、一人ひとりが活躍できる多様性を持っ

た社会づくりに取り組むとしております。

次の15ページでございます。

最後の戦略５の危機管理強化戦略でございま

す。

この戦略は、県民の生命や財産を守るという

観点から、自助・共助・公助が連携した危機事

象に強い社会づくりを目指すものでありまして、

その下にありますように、ソフト・ハード両面

からの防災・減災対策や受援体制の構築、災害

に対する平常時の備えや災害時の避難確保、イ

ンフラ機能の強化や災害に強いまちづくり、次

の16ページになりますけれども、感染症対策と

家畜伝染病対策に取り組むものでございます。

以上のような内容で、長期戦略の見直しを進

めまして、先ほど申しましたように、11月の定

例会の常任委員会ではこの長期ビジョンを素案

という形で御報告したいと考えております。

説明は以上でございます。

○松村委員長 執行部の説明が終わりました。

質疑はありませんか。

○緒嶋委員 県の総合計画は市町村との連携が

重要だと思うのですよね。やはり県がどんなに

すばらしい計画を立てても、市町村がそれとマッ

チした中で、具体的に推進されなければならん

と思うんです。スケジュールの中では市町村と

の会議とかありますけれど、市町村との連携に

当たって、そのあたりの意見はかなり反映され

るわけですか。

○重黒木総合政策課長 今回の計画の改定に当

たりましては、２回ほど圏域別に市町村職員の

担当課の方に来ていただき、それぞれの圏域で

も２回ほど意見交換会をやりまして、そこでい

ただいた意見等も踏まえてこの戦略をつくった

ところでございます。最終的に計画としてつく

る際には、計画の基本姿勢としてそういった市

町村との連携もしっかりと視野に入れて進めて

いくやり方で計画の中にも書いていこうという

ふうに考えております。

○緒嶋委員 それとこういうものを具現化する
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ためには予算的なもの─これは一つの精神的

な表現であって具体的なものがどのくらいかと

いったら全然ないわけですが、そういう予算的

なものが絡んでいかんと具体的な推進はなかな

か無理ではないかなというふうに思うんです。

そこあたりの整合性をどうとるかは、県の財政

が厳しい中では難しいと思うんですが、検討は

されるわけですか。

○重黒木総合政策課長 緒嶋委員がおっしゃる

とおり、実際の予算をいかに確保して計画の実

現に向けて進めていくかが非常に重要だと思っ

ています。この長期ビジョンの中では具体的に

予算措置がというところまで書くことはなかな

か難しいんですけれども、アクションプランを

つくりまして毎年実施していく。先ほど御説明

したように、予算編成方針の中でこのアクショ

ンプランを実施していくために、重点的に予算

配分していくことを重点施策という形で毎年お

示ししていきます。毎年の事業を進めていく中

では当然この長期ビジョン、それからアクショ

ンプランを踏まえた予算編成を行っていくよう

に財政課も含めて各部局に示していく形になる

と思っております。

○緒嶋委員 毎年財政的な立場でマイナスシー

リングとかいろいろ言われる中で─これは国

と県との絡みもありますけれども、これを基本

に本当は予算的なものが十分でないと絵に描い

た餅という言葉もあるわけですが、そういうこ

とにならんように。やっぱり人口が減少するこ

とはもう避けられないけれども、そういうこと

を踏まえた場合にある程度─市町村も含めて

相当予算的に厳しくある中ですが、やはり積極

的なものを組み合わせていかんとこれはなかな

か難しいのではないかなと。この計画に反対す

る人は誰もいないと思うんですよ。この計画ど

おりに進捗するかどうかが一番問題なわけで、

そのためにどうあるべきか、どうすべきかとい

うことが一番重要だと思うんですよね。そのあ

たりも十分検討しなければ、このすばらしい作

文でも、私は意味がないんじゃないかなと思う

ので、そのあたりに十分留意していただきたい

というふうに思いますが、どうですか。

○日隈総合政策部長 先ほど総合政策課長が申

し上げたくだりでありますが、この総合計画を

策定しまして、各部・各課でこのアクションプ

ランをこれから並行してやっていって、６月に

は議会にもお示ししていきたいというふうに考

えています。県の予算は、各部が掲げたこのア

クションプランを着実に遂行できるように、ま

た、それを各年度重点事項ということで取り組

んでいくこととあわせて国のほうにも制度要求、

あるいは予算要求、提案、含めて毎年度取り組

んでいく必要があるし、国のほうでも受けとめ

ていただきたいという行動もあわせて行ってい

きたいと思います。全てが単独事業では難しく

ございますので、国の予算措置、そしてその確

保もあわせて行いながら、このアクションプラ

ンの達成に向けて取り組んでいきたいというふ

うに考えております。

○松村委員長 ほかに質疑はありませんか。

○井本委員 この総合計画なんだけれども、こ

の形はすばらしいが、結局人口は減るというこ

とが全てだと思うんですよね。これが何で減っ

ていくのか。ヨーロッパは今、それがこう持ち

直しよるでしょう。だから何で人口が減ってい

くのかという反省がきちっとあるのかなという。

この前、井手英策さんという人の本を読むと、

日本は今分断国家になっておるというんだね。

ともかく政治家とか行政を信頼する国民の比率

が、世界の先進国の中では一番低いという国に
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なってしまって。だから政治家の給料は減らせ、

政治家の数を減らせ、行政の数を減らせ、そし

て金持ちを減らせと。とにかくもう若い者は若

い者で年寄りのあれは嫌だ、若い者の教育はこ

れだというので、ともかくみんな分断している

世界になってしまっておるというわけだね。だ

から、もちろんこれは小さな宮崎県ぐらいでで

きる話じゃないんだけれども、やっぱりどこか

からやらんとできんだろうと思うんですよね。

それでこの前、私はそれこそ新井和宏さんの話

を聞きに行ったときにも、やっぱり結局はみん

なで信頼し合うこと、助け合うことが一番大切

だということだね。やっぱりその信頼ですよ。

この辺が今の日本の国民の中でなくなってし

まっているんじゃないかな、分断されてしまっ

ているんじゃないかなという感じはするんです

よね。これを取り戻さない限り、人口はふえな

いと。産業を幾ら興しても、いろんなものをやっ

ても、やっぱり結局人口は減っていく。何で人

口は減るか、結局その辺のことがきちっとして

いないと人口は恐らくふえんだろうと。幾ら産

業を興そうが何であろうとね。私がこの前の一

般質問で言ったように、産業を興すならそれは

東京が一番いいわけですよ。あそこは統計的に

出ているんですよ。都会にお金を入れたほうが

経済成長率は高くなる、それは当り前です。そ

うじゃなくて、経済成長のことを考えていたら

こんな世の中になってしまったわけやから、そ

れとは違う視点というか反省が、本当にこの計

画を立てている中であったのかどうかなと。そ

の辺があってもどうするかってなかなか難しい

んだろうけれども、もう一回その辺をしっかり

して。こういう対症療法的な策は出すことはで

きるけれど、抜本的にどうかしようというのは。

本当に人口をふやすつもりがあんのかね、人口

は減っていますよ。そのことを保育所をどうか

しましょうとか何とか。それは、やってももち

ろんいいんだけれども、もうちょっと抜本的な

視点がやっぱり私は必要なんじゃないのかなと、

このごろ特にそう思うんですよね。またそうい

うちょっと反省が今日本の中にも出てきたん

じゃないかなというね。ヨーロッパもやっぱり、

分断国家みたいなこういう時代を一遍通過して

おるんですよ。そしてこれじゃいかんというこ

とでみんなで力を合わせた、信頼を回復していっ

た。結局今のヨーロッパは出生率が2.0を超えま

したからね。だから本当に信頼を回復していく

政治、行政をやらないといかんのじゃないのか

な、簡単じゃないけれどですね。答えになるか

どうかわからんけれど、部長、どうですか。

○日隈総合政策部長 井本委員のおっしゃる意

味は私も十分感じているところです。本来、国

全体で考えていかないといけないものを、きょ

うは宮崎県版でお示ししたところでありますけ

れども、やはり日本の将来を考えた場合に、こ

の人口問題はちょっといかがなものかなという

のがわかっておるはずなんです。どうするかと

いう抜本的なものがないのが現状じゃないかな

というふうに考えています。この少子化の問題

だって、今の政策は小手先でどうかなというの

は、本当、私も２年前まで福祉保健部長をして

おりましたし、こども政策局長もさせていただ

きましたので、十分わかっています。保育所の

問題もまだ十分終わらないその先に、今度はま

た幼稚園の無償化の問題も出てきておりまして、

克服する前に次のテーマというふうになってい

て、本当の少子化対策もまだ十分できていない

なと感じています。ただ、これも井本委員がおっ

しゃったとおり、日本人の勤勉さ、組織化の対

応のやり方というのは恐らく諸外国よりすぐれ
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ているんじゃないかなと思います。一つの方向

を向いて取り組むという気持ちが確保できるの

であれば、合計特殊出生率の2.07だけじゃない

んですけれど、国を将来どうしていくかという

方向性を何とかもう少し確立して取り組んでい

けるんじゃないかなというふうに思います。

先ほど説明がありましたとおり宮崎県は、幸

いにもというか、割と子供の多い県でありま

す。1.73という全国２位、３位のレベルであり

ますけれども、この宮崎県が何がすぐれている

のかということを考えると、一つは気候とか環

境のよさ、そして恐らく真面目で優しい人間性

だと思うんですよ。他県の方もそれぞれ自慢が

あるんだろうと思いますけれど、恐らくそうい

う面が宮崎県のよさじゃないかなと思います。

排他性が低い。過去、沖縄からの移住者に対し

ても非常に優しく接してきたと、他県に比べる

とということかもしれませんけれども。そういっ

た面を見ても、やはり宮崎県は、割と受け入れ

ていくと、あるいは親切に対応するということ

から女性の方々が割と子供さんをもうけやすい

環境があるとの意見は、こども政策局のときい

ろんな方面から聞きました。そういう意味で宮

崎の特性を伸ばして、宮崎だけはこういう形で

持っていこうということで今腐心してこういう

計画をつくっておりますが、大きな課題はもう

少し議論しないといけないし、宮崎からも提案、

要望の場でしっかり訴えていく必要があるのか

なと思います。それで日本が変わるか変わらな

いかははっきりわかりませんが、真面目な宮崎

県として、その点はしっかり物申していきたい

というふうに考えております。

○井本委員 ありがとうございます。やっぱり

危機的状況に恐らく日本はあると思うんです。

財政規模や借金とか全部いろんなことを見ても、

これはやっぱり危機的状況だからこそ恐らく新

しいものが生まれるときじゃないのかなと、ま

た期待もしておるんですよ。例えば「里山資本

主義」という本が爆発的に売れるのも、やっぱ

り何か違う世界を今日本人も模索しているんだ

なという気がするんですよね。そういう意味で

宮崎県あたりが先鞭をつけて何かできれば一番

いいですけれど。本当に頑張っていただきたい

と思います。よろしくお願いします。

○武田委員 先ほど緒嶋委員が言われたように、

長期戦略はもちろんこういう形で何ら不満はな

いんですが、昭和の時代は電気製品であるとか

自動車、一軒家を建てるという豊かさがありま

したけれど、ここでいう、基本目標の「新しい

豊かさ」はどのように考えたらいいのかなとい

う思いがありまして、お伺いしたいんですけれ

ど。

○重黒木総合政策課長 一言で言いますと経済

的な豊かさだけではなくて、自然とか伝統文化

も含めたいろんな豊かさです。多様性のある豊

かさをそれぞれ実現していきましょうというと

ころだと思っております。当然、経済的な部分

だけ追い求めていくと、他県というか東京等に

比べると若干困難な状況がありますので。それ

だけではなくて、いろんな豊かさがありますの

で、県民がどういった豊かさを重視しているの

か、そこもしっかりとリサーチしながらやって

いこうと思っています。

ちなみにといいますか、この新しい豊かさで

はなかなかわかりにくいものですから、豊かさ

指標という形で最近指標化に取り組んでおりま

す。経済的な豊かさだけではなくて、例えば人

を育む力ですとか、あるいは時間の豊かさです

とか健康であるとか自然とか、そういったもの

を総合的に豊かさ指標という形でお示しする取
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り組みを進めております。

先ほども言いましたように、経済的な豊かさ

だけだとちょっと低いんですけれども、そういっ

たものを総合すると比較的全国でも高いランキ

ングというか。ちなみに2017年度版では総合的

に見ると全国２位だと試算をしたところなんで

すけれども。そういったこともしっかりＰＲし

ながら、本県のよさをさらに伸ばしていきたい

というふうに考えております。

○武田委員 ありがとうございます。話を聞い

てよくわかるし、多様性というものを私たちも

今よく耳にするし、そういう方向に行くんだろ

うなというのはあるんですけれど、宮崎県を見

た場合、国もですけれど、人口減少の中でやは

り所得向上が。経済的な豊かさだけではないと

いうのもよく理解できるのですが、宮崎県の場

合はやはりある程度の所得、人口は減りながら

も所得は上がっていく。所得が上がっているか

らこそ時間がとれたり、自然と親しむとか観光

ができるという形になると思うんですね。

この前も南九州３県の観光振興会議に出たら、

例えば修学旅行で宮崎の小学生は鹿児島に行く

と、鹿児島の小学生は熊本に行くと、熊本の小

学生は福岡中心で鹿児島・宮崎にほとんど行っ

ていないという状況がやっぱり。薄々は感じて

いたんですけれど、そういう話を観光の担当の

方から聞くと、そのとおりだなと。まずは南九

州３県で回しましょうよ、九州で回しましょう

とかですね。これから長期戦略から各論に入っ

ていく、政策に入っていくんでしょうから、そ

こらあたりをしっかりとしていただきたいなと。

文化の継承で、実は串間市に「もぐらもち」

というなまはげに似た祭りがずっとあったんで

すが、実はことしからその後継者不足で─担

い手が若手、若手っていっても私よりも上の世

代が若手なんですけれど、ことし中止、もうや

らないってことになったんですね。これは本当

にある一地域なんです、一自治会、四、五十戸

の自治会でずっと長年やられてきて、串間市内、

串間市外からも十五夜の夜にはそこに行って鬼

が出てきて焼酎を振る舞ったり、お金をせびっ

たりしながら各家を回って五穀豊穣を祝うとい

うのがあったんですが、これがなくなったんで

すよね。だからそのあたりも、大きな話として

は県ですけれど、先ほど緒嶋委員が言われたよ

うに、実際具体の策をする場合は市町村ですよ

ね。そことやっぱり綿密に連携をとって。実際

にそういう地域でなくなっていく文化があるん

ですよね。

それと例えば中山間地の振興というのがよく

出ますけれど、確かにいい言葉と思うんですが、

もう自治会を運営していく能力がなくなってい

く、戸数が10戸を切ったり、自治会長が70代で

二、三人で回しているようなところもあって。

そこを今度は再編とか─それは市町村の話に

なるでしょうけれど、そこらあたりもしっかり

と次の施策には落としていただいて、最終的に

この宮崎県全体がよくなるように努力をしてい

いただきたいと思っています。市町村の職員ま

たは住んでいる者からすると、県の皆さんの力、

県の協力なしには生活ができていかないので、

しっかりとそこ辺をお願いしたいと思っており

ます。よろしくお願いします。

○松村委員長 ほかに質疑はありませんか。

○右松委員 長期ビジョンとして今後の施策の

方向性をいろいろ考えていく中で、今地域間連

携といろいろ叫ばれますけれども、私は地域間

競争に勝ち抜いてこそ他県との連携で本県に効

果が出てくるというふうに基本的なスタンスで

考えています。本県もすごくいろいろ取り組み
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を進めておられますので、大いに期待するとこ

ろもたくさんあるわけでございます。

３ページでございますけれど、若者に選ばれ

るみやざきづくり、そして先ほどお話がありま

した、世界に選ばれる観光地づくりは強いメッ

セージだというふうに思うんですよね。これが

しっかりと形になってくれば楽しみだなと思っ

ているところでございます。この若者に選ばれ

るみやざきづくり、世界に選ばれる観光地づく

りというこのメッセージは大事にしつつ、これ

はしっかりとやはり中身を伴わせていただくこ

とが大事かなと思っています。余り他県との比

較を声を大にして言うつもりはありませんけれ

ども、やはり九州他県との比較をしっかりと分

析していくことは大事でありまして、足らざる

べきところはしっかり補って、そしてまた本県

が伸ばすべきところはしっかり伸ばしていく。

先ほど日隈部長が言われましたけれど、宮崎の

特性をしっかり伸ばすということは非常に重要

でありますので、そのあたりのやはりバランス

をしっかりとりながら、本県だけ井の中のカワ

ズじゃいけませんので、こういった中でしっか

りと分析をしていく、そして強みは伸ばしてい

く。私はやはり本県の地域資源は決して他県に

は劣っていないと確信をしています。47都道府

県でも私はトップランクにあると思っているん

ですよね。宮崎の地域資源をどうやって生かす

か、そこに長期ビジョンがしっかり見えてくる

ような長期ビジョンであってほしいなと思って

いるものですから。そういった選ばれる宮崎と

なったときに、この強いメッセージをどうやっ

て肉づけしていくかをどこまで執行部として考

えておられるのか、少し伺いたいなと思ってい

ます。

○重黒木総合政策課長 おっしゃるとおりでご

ざいまして、多くの課題がある中、それをどう

克服していくか、その一つの方法としてやはり

本県の特性、強み、これをしっかりと伸ばして

いくところが肝要だろうと考えております。長

期ビジョンでも７ページのほうで整理はしてお

りますけれども、本県のすぐれた特性の主だっ

たものを少し書いていますが、こういったとこ

ろをしっかりと伸ばしていくというところで、

よその県との差別化を図っていきたいと考えて

おります。

具体的には、長期ビジョンでこういった方向

性を出しまして、アクションプランをつくって

いくというところ、それから各部局でそれぞれ

部門別施策をつくっていきますので、そういっ

た中で例えば観光の計画ですと、おっしゃるよ

うに世界から人が集まるようなみやざきづくり

を進めていくとか、あるいは人づくりでは、若

者に選ばれるみやざきづくりといった具体的な

施策をこのアクションプランなり部門別施策の

中に盛り込んでいくことで、ほかの県に負けな

い宮崎県になるような形で計画をつくっていき

たいと考えております。

○右松委員 長期ビジョンでしっかりと施策の

方向性が出ていく、それを見て宮崎の今後の希

望といいますか、それを持てるような中身にし

ていく。そしてアクションプランで、先ほど緒

嶋委員のほうからも話がありましたけれど、本

当に今厳しい財政状況の中で、やはり従来の予

算編成の延長線上ではなくて、ある程度傾斜配

分をかけていく部分は当然考えていく必要があ

るのかなと思っています。先ほど言った世界に

選ばれる観光地づくりであったり、若者に選ば

れるみやざきづくり、これは強いメッセージで

ありますので、傾斜配分していくところはやっ

ぱりしっかりしていく必要があるというように
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思っています。これをやっていかないと先ほど

言ったような絵に描いた餅になってしまいます

ので、大変厳しい財政運営をされていらっしゃ

るのは十分承知の上で、できる限りやっぱりか

けるところにはしっかりかけていく、こういう

ことをぜひお願いしたいと思っています。

それからもう一つ、民間活用。私の８年前か

らの考え方の一つでありますけれど、いかに民

間にやる気を持ってもらうか。行政ができると

ころは行政も精いっぱいやっていくわけであり

ますが、やっぱり民間の活力を引き出していか

なければ、もう成り立ちませんので。とりわけ

宮崎は中小企業が多いわけですから、中小企業

の活力を生み出せるような施策を。中小企業の

競争力向上のために行政が手を貸すところは

しっかり貸していただいて、あとは民間のほう

でしっかり競争力をつけて全国に、あるいは世

界にしっかり対峙してくださいというふうな形

で民間の活力を取り込むところの考え方といい

ますか、根本的な総合的なビジョンとしての考

え方をちょっと教えてもらうとありがたいなと

思っています。

○重黒木総合政策課長 行政の施策の進め方と

して、これまでの行政だけではなくて、特に民

間企業、それから団体と連携した施策を推進し

ていくというのは大変重要な視点でございまし

て、この長期ビジョンをつくる中で、審議会の

委員からもあるいは地域別会議で中小企業の方

にも何人か来ていただきましたけれど、そういっ

た方からもそういったお声をいただいておりま

す。

具体的には、今、例えば企業成長促進プラッ

トフォームをつくって、行政である県と金融機

関、それから商工団体が連携し合って中小企業

の支援を集中的にやっていこうという取り組み

をやっております。そういった取り組み、考え

方をほかの産業等にも広げていくことで、行政

だけではなくて県民、それから民間と一体となっ

た宮崎県の発展につながる施策ができるのでは

ないかと考えておりますので、そういった取り

組みも進めていきたいと考えております。

○右松委員 また議会としても頑張っていきま

す。よろしくお願いします。

○前屋敷委員 この総合計画は来年に提案され

るということなので、もっと詳しい中身はこれ

から煮詰まっていくんでしょうけれども、今ど

うこの宮崎を活性化させるか、これまで地方創

生、地方再生というのが叫ばれて、一極集中を

なくそうということでいろんな施策にも取り組

まれてきたんですけれど、やっぱり宮崎にとっ

ては大変重要なことなんですよね。雇用の問題

も含めてですね。いろんな分野で豊かな資源を

たくさん持っている宮崎ですから、それをどう

それぞれ生かしていくかが問われているんです

が、一つには、先ほども出ましたけれど、やは

り経済的には賃金の問題。最低賃金が最低とい

う状況をどう脱して、引き上げを図っていくか

という努力も必要ですし、さまざまな働く場を

ふやしていくことも人口減少対策につながって

いく。それから子育て支援もどういう支援が求

められているのか、やはり県民のさまざまな声、

要望、期待をしっかり受けとめることも非常に

大事だというふうに思うんですよね。

それからやっぱり安心して住めるという点で

は、環境問題も大事です。特に11ページに地域

資源を生かしたエネルギーというふうに位置づ

けてありますけれども、確かに水素は非常に魅

力的な資源でありまして、大いに開発もしてい

ただきたいと思うんですが、この宮崎の地域資

源といったらやっぱり太陽光発電なんですよね。
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しかし、太陽光発電はかなり期待されていたに

もかかわらず、今どんどんそれが手放されよう

としている、非常に残念なことなんです。特に

宮崎は日照時間も日照日も非常に長いというこ

とで、この太陽光エネルギーを生かさない手は

ないというふうに思うんですけれど、最近、九

電が太陽光発電の出力抑制を進めているんです

よね。これでいろいろ業者も含めて影響も出て

いますし、それぞれ個人の家庭での太陽光に対

する規制もどんどん買い取りの問題も含めて出

てきているという点では、やはり県としても大

いに太陽光発電に焦点を当てた施策というのが、

地域資源を本当にフル活用する意味では外せな

いんじゃないかなというふうに私は思っている

ところです。

ですから、県民のさまざまな声をやはり集約

していく、それをこの総合計画にも生かしてい

く、それが宮崎の魅力を醸し出し、安心して子

育てもしながら、人口も定着させていくことが

できる、若者も定着できる構図が出てくるんだ

と思うんですよね。中身はこれからなので、そ

ういう視点も大いに持っていただいて計画を練

り上げていただきたいと思います。

○重黒木総合政策課長 おっしゃるとおりでご

ざいまして、県民の方々からの御意見はこれま

でも聞いてきて、この計画を練り上げてきてま

すし、今後もパブリックコメント等をやりなが

らやっていきたいと思っております。いずれに

しましても、県民福祉の向上のための計画でご

ざいますので、そういった観点は大切にしなが

ら進めていきたいというふうに思います。

○井本委員 「由らしむべし、知らしむべから

ず」という言葉がありますよね。これは昔の、

知らしめることができないという意味なんです

よね。わからせることはできない。しかし頼り

にさせることはできる。これが本当の意味なん

ですよ。「べからず」というから何か禁止みたい

になってしまうのだけれど、本当の意味は、庶

民にわからせることはできない、知らしめるこ

とはできない、しかし頼りにさせることはでき

る。だからこういう代表民主制が生まれてくる

わけですよ。結局我々がかわりになって皆様の

ために考えましょうというね。確かに意見を聞

かれるのはもちろんいいんだけれど、なぜそう

いう意見が出てくるのかというところまで考え

ないと、やっぱり庶民は自分の直感だけで物を

言っておるわけですよ、簡単に言えばね。だか

らなぜこんなふうなことを言っておるのかとい

うことまで、特に我々政治家は考えないといか

んし、行政の立場におられる方もなぜ庶民がそ

ういうことを言っているのか、そこまでひとつ

考えて聞いていただきますようにね。ちょっと

補足でありますが、よろしくお願いいたします。

○松村委員長 ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 その他で何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 それでは、以上をもって総合政

策部を終了いたします。執行部の皆様、お疲れ

さまでした。暫時休憩いたします。

午前10時53分休憩

午前10時55分再開

○松村委員長 委員会を再開いたします。次は

総務部です。

それでは、報告事項の説明を求めます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が終了し

た後にお願いいたします。

○畑山総務部長 おはようございます。総務部

でございます。
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まず、説明に入ります前に、委員の皆様に御

礼を申し上げます。10月14日の日曜日に実施を

いたしました県総合防災訓練につきましては、

小林市、えびの市、高原町の３つの市町を主な

会場としまして、県内外から107の防災関係機関、

約1,800人の方々に参加をいただき、無事に終え

ることができました。議長を初め、御視察いた

だきました議員の皆様には、御多忙にもかかわ

らず、まことにありがとうございました。

また、本日はシェイクアウト訓練に御協力い

ただき、重ねて御礼を申し上げます。

それでは、本日の説明事項でございますが、

お手元に配付をしております総務政策常任委員

会資料をごらんください。

目次にありますとおり、平成31年度当初予算

編成方針についてなど３件と、その他の報告事

項としまして、別途、資料を配付しております

防災拠点庁舎に設置予定の免震ダンパーにつき

ましても報告をさせていただきます。

詳細につきましては、危機管理局長及び関係

課室長から説明をいたしますので、どうぞよろ

しくお願いいたします。

私からは以上でございます。

○吉村財政課長 それでは、平成31年度当初予

算編成方針を御説明いたします。

お手元に別冊として編成方針をお配りしてお

りますが、委員会資料の１ページから３ページ

にかけて掲載しております当初予算編成方針の

ポイント等に沿って御説明をいたします。

委員会資料の１ページをお願いいたします。

順番が前後いたしますが、まず１ページの２

の全般的事項の（１）をごらんください。

平成31年度当初予算につきましては、来年１

月が知事の改選期に当たりますので、骨格予算

として編成することとしております。

なお、骨格予算でありましても、年間予算と

して編成いたしますので、各部局からは現行制

度等に基づきまして、年間を通して見込まれる

経費を要求してもらうことになります。その上

で、新たな政策的経費等につきましては、肉づ

け予算として６月補正予算で計上することとし

ております。

ただし、政策的な経費でありましても、継続

的に実施している事業や年度当初に計上してお

かないと県民生活に支障を来します事業等につ

きましては、骨格予算に計上することとしてお

ります。

次に、１の基本方針をごらんください。

31年度当初予算編成に当たっての基本方針と

いたしまして、優先度の高い施策の構築、後年

度負担の軽減の２点を掲げております。

１点目の（１）優先度の高い施策の構築とい

たしまして、本県が抱える課題に的確に対応す

る優先度の高い施策を進めるために、３ページ

に掲載しております、先ほど総合政策部が説明

いたしました平成31年度事業を検討するに当

たっての視点に掲載をしております４つの視点

に基づきまして、新規性や効果の高い事業を構

築することとしております。

２点目、（２）後年度負担の軽減といたしまし

て、社会保障関係費や国体開催に伴う経費、公

共施設の老朽化対策など多額の財政負担が見込

まれる事業につきましては、将来にわたる負担

の軽減のため、市町村等との連携・役割分担の

もと、総額の抑制を図りますとともに、財政負

担の平準化の観点から、計画的に予算計上を行

うこととしております。

次に、飛びまして、２の全般的事項の（２）

予算要求限度額、いわゆるシーリングについて

であります。公共事業費とそれ以外の経費に分
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けまして、各経費ごとの要求限度額を表に記載

しております。

このうち、公共事業費の欄の上から３つ記載

しております補助公共事業費、県単独公共事業

費、直轄事業負担金につきましては、これまで

シーリングの率を当該年度当初予算額の95％と

しておりましたが、国における公共事業費の概

算要求額が国土強靭化等に積極的に対応してい

くために対前年度比増となっていること、また、

本県におきましても、南海トラフ巨大地震や昨

今多発しております大雨等による被害を踏まえ

まして、社会基盤の整備をさらに進める必要が

ありますことから、いずれも30年度当初予算額

の範囲内、100％に引き上げをしたところであり

ます。

なお、これら以外の経費のシーリングにつき

ましては、昨年度と同じ率としております。

２ページをお願いいたします。

（３）の事業構築に当たっての留意事項とし

て、３点掲げております。

２つ目の丸の「特に」以下に記載をしており

ますが、来年度以降、国体開催に向けた施設整

備等が本格化しますことから、施設整備関係の

予算を計上するに当たりましては、工法や工期、

工事費の積算などにつきまして、県土整備部と

十分検討・協議を行うなど、複数部局が関係す

る事業は部局間の調整を十分に図っていくこと

としております。

次の３と４には、各部局が歳入及び歳出を見

積もるに当たっての留意事項を記載しておりま

す。

３の歳入に関する事項につきましては、３点

掲げておりますが、一番上の丸にありますとお

り、来年度、消費税率の引き上げや地方法人課

税の偏在是正、仮称ではありますが森林環境譲

与税の創設等が予定されておりますので、これ

らに係ります国の動向に十分留意することとし

ております。

４の歳出に関する事項につきましては、４点

掲げておりますが、一番下の丸にありますとお

り、国におきまして消費税率引き上げに伴う影

響を勘案した需要変動対策を2019年度及び2020

年度の当初予算に盛り込むことが検討されてお

りますので、これらに対しましても、本県の予

算編成過程におきまして的確に対応していくこ

ととしております。

予算編成方針の説明につきましては以上であ

ります。

○髙林危機管理局長 危機管理課から宮崎県総

合防災訓練の実施状況について御報告いたしま

す。

資料の４ページをお開きください。

１、実施概要でございます。

今年度の県総合防災訓練は、10月14日の日曜

日に、小林市、えびの市、高原町において、え

びの・小林地震を想定して実施いたしました。

訓練には、国、県、市町を初め、自衛隊、警

察、消防など107機関の約1,800人の方に御参加

いただきました。

訓練会場につきましては、右側の５ページを

ごらんください。ごらんのとおり、西諸県エリ

アの３市町を中心といたしまして、それぞれの

会場で実動や伝達を組み込んだ実践的な訓練、

防災展示などを行っております。

左側の４ページに戻っていただきまして、２、

訓練の主な成果でございます。

事前の準備から訓練実施に至るまで、訓練参

加機関との議論を通じまして、顔の見える関係

を構築するとともに、それぞれの知見を生かし

ながら連携して訓練を実施することができまし
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た。

また、多数の住民の皆様にも参加いただいた

ほか、防災展示により県民の防災意識の向上に

もつながったものと考えているところでござい

ます。

主な訓練の内容につきましては、（１）避難訓

練・避難所運営訓練は、中長期にわたる避難生

活を想定いたしまして、自治体が避難所を開設

し、自治会が避難所を運営する役割分担を確認

したほか、防災講習により住民の防災意識を啓

発することができました。

（２）本部運営訓練は、各市町や拠点への連

絡員の派遣を通じた情報収集体制や参加機関へ

の要請・報告など情報伝達体制を確認いたしま

した。

（３）交通の確保訓練につきましては、小林

土木事務所や建設業協会など関係機関により、

道路啓開作業、放置車両の撤去などの流れを確

認いたしております。

（４）の救助・救急、消防活動、災害医療活

動訓練につきましては、警察、消防、自衛隊な

ど救助関係機関が役割分担をし、連携して活動

を行ったほか、医療関係機関では、救助者の受

け入れや被災地域外への搬送の流れについても

確認したところでございます。

（５）物資調達、燃料供給につきましては、

国が供給する物資を広域物資輸送拠点の都城ト

ラック団地協同組合などから避難所まで輸送す

る流れのほか、えびの市内中核給油所での緊急

車両への優先供給や重要施設の小林市立病院へ

の電源、燃料を供給する流れを確認いたしてお

ります。

（６）その他の訓練につきましても、トリア

ージ後の死亡者の検案訓練のほか、民間バスを

活用して被災地の住民をヘリポートから避難所

まで輸送する訓練など、災害時に発生するであ

ろうさまざまな事態へ対応する訓練を行ったほ

か、防災展示により県民の防災意識の啓発を行っ

ているところでございます。

これらの訓練の実施状況につきましては、６

ページから７ページに写真を掲載しております

ので、後ほどごらんいただきたいと思います。

戻っていただきまして、４ページの一番下、

３の課題の検討でございますが、検討会を12月

に実施し、大規模災害時の応急対策活動におけ

る課題の抽出、改善策の検討を行いまして、来

年度の訓練に反映させたいと考えているところ

でございます。

続きまして、新田原基地の緊急時の使用のた

めの施設整備について御報告いたします。

資料の９ページをお開きください。

まず説明の前に、資料の訂正とおわびを申し

上げます。

この資料の１、経緯の（１）平成17年10月29日

日米安保協議委員会と書いてありますのは、正

式には日米安全保障協議委員会でございますの

で、訂正をお願いいたしますとともにおわびを

申し上げます。

それでは、説明に入らせていただきます。

１の経緯でございます。

まず、（１）平成17年10月29日、日米安全保障

協議委員会において、在日米軍と自衛隊の再編

に関する基本的な考え方について合意がなされ

ております。

その後、（２）のとおり、平成18年５月に再編

実施のための日米ロードマップが日米間で合意

され、四角囲みの中になりますが、①沖縄にお

ける再編により、普天間飛行場の能力を代替す

ることに関連する、航空自衛隊新田原基地及び

築城基地の緊急時の使用のための整備は、実地



- 18 -

平成30年11月１日(木)

調査実施後、普天間飛行場返還前に必要に応じ

て行われることが示されました。

また、⑥訓練移転につきましても、このロー

ドマップに盛り込まれているところでございま

す。

それを受けまして、（３）でございますが、平

成30年10月24日、日米合同委員会において、新

田原基地及び築城基地の緊急時の使用のための

施設整備についての合意がなされたところでご

ざいます。

次に２、新田原基地に関する施設整備の概要

等でございます。

整備される施設は駐機場、燃料タンク、弾薬

庫、庁舎、倉庫、誘導路の改修等が予定されて

いるとのことでございます。

委員会資料の10ページから11ページにかけま

しては、防衛省の発表資料でございますが、日

米合同委員会合意事案概要と新田原基地に整備

される施設の位置図を添付しているところでご

ざいます。

委員会資料の９ページのほうにお戻りいただ

きたいと思います。

先ほどの２のところの２つ目の丸でございま

すが、緊急時には、新田原基地において12機程

度の戦闘機、１機程度の輸送機及び200人程度の

軍人を受け入れられる施設と伺っております。

普天間飛行場が有している緊急時の航空機受け

入れ機能につきましては、施設が整備され提供

手続が完了した後、新田原基地に移転する予定

とのことでございます。

また、米軍は新田原基地において、訓練移転

を実施しているため、別途、緊急時に備えた訓

練を実施する計画はないとのことでございます。

最後に３、県の今後の対応でございますが、

外交・防衛は国の権限に属する事項であり、国

の防衛政策は尊重されるものではありますが、

一方で、県は、県民の安全で平穏な生活を確保

する重要な役目を担っておりますので、県とい

たしましては、県民の安全・安心の確保の観点

から、地元関係市町と連携し、より詳細な情報

提供や地元自治体への丁寧な説明を求めてまい

りたいと考えております。

説明は以上でございます。

○松村委員長 執行部の説明が終わりました。

質疑はありませんか。

○前屋敷委員 今、御説明、御報告いただきま

した、新田原基地の緊急時の使用のための施設

整備についてに関して少しお話をしたいという

ふうに思います。

今、新田原飛行場では日米共同訓練が始まっ

ておりまして、10月29日から11月７日まで訓練

が行われる状況になっております。ものすごい

轟音の中で今訓練が行われております。私も現

地に行ってその状況をつぶさに見てきたところ

です。

今回御報告いただきました普天間飛行場の能

力を代替するということで、新田原飛行場及び

築城の飛行場もですが、新たな施設が建設され

ることになろうとしているわけで、それを既に

日米合同委員会が合意したということで、国と

国とが決めてしまえばそれに従うまでだという

ような非常に強権的なやり方だなとまず思って、

とても認められるものではないと思っています。

一つ問題なのは、普天間飛行場の駐機場、燃

料タンク、弾薬庫、庁舎、倉庫、誘導路と具体

的なことが言われておりますけれども、この中

で一つ弾薬庫については、現在普天間飛行場に

そのものはないんですよ。そのないものを新た

に新田原に持ってくるという点では、これはも

う代替とは全く言えない新たな施設で、新田原
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の基地強化につながるというふうに思うもので

す。既に200人程度の米兵を受け入れる宿舎はも

う新田原飛行場には完備されておりまして、い

つでも受け入れることができる状態になってい

ます。数年前にもうここはできましたし、飛行

場の滑走路もかさ上げをされて強化が図られて

いるという状況で、いつでも訓練が行われる

─もう既に日米共同訓練は行われているんで

すけれども。実質心配するのは、この弾薬庫が

できることは、事実上、アメリカ軍がそこを拠

点に訓練もしくは飛び立つというまさに出撃基

地になることが、想定ではなくてそうなるとい

うふうに思うんです。そうなりますと一番危険

なのはその弾薬庫を抱える新田原飛行場であり、

そこが一番攻撃基地として狙われるであろうこ

とと、仮に事故が起きたときにどうなるのかと

いうこと。飛行場の被害のみならず地域住民に

も大きく影響を及ぼすことにもなって、合同委

員会で決めた、そして日米地位協定のもとにや

られるんだということでは、とても住民として

も国民としても納得できるものではないなと思

うところです。そういう安全も含めてやはり憲

法が生かされる政治でなければ、宮崎の平和も

県民の生命・財産、暮らしも守れないという立

場では、県として何も言えないじゃなくて、安

全だけに気をつけてくださいという程度にとど

まらず、やはり不利益をこうむると判断をされ

て何らかのアクションといいますか、意見を言

うといいますか、やはりこの弾薬庫そのものを

認める立場に立ってほしくないと思うんですよ

ね。もう実質その条件から外れているというか、

前提条件が崩れているわけですから、ほかの施

設ももちろんつくってほしくないわけですけれ

ども、そういう立場にどこまで県として立って

おられるのか、考え方も含めてお話しいただけ

ればと思います。

○髙林危機管理局長 まず最初にお話しのあり

ました弾薬庫につきましては、私どもも九州防

衛局のほうに内容を聞いたところなんですが、

緊急時に使用する場合、想定としましては、武

力攻撃等があった場合に新田原基地にある既存

の弾薬庫の容量では足りないということで整備

すると伺っております。

また、先ほどありました普天間基地に弾薬庫

がないのは、片方で沖縄県に嘉手納基地がござ

いますので、そちらのほうでは弾薬庫を使って

いるというようなこともお伺いしたところでご

ざいます。

県といたしましては、今の段階では、こういっ

た予定があるということをお聞きしましたけれ

ど、より詳細な内容等をまずは求めていくのと、

新富町とか西都市等の関係市町と連携して対応

していきたいと考えているところでございます。

○前屋敷委員 もちろん地元と新富町近隣の自

治体の方もその話は聞かれていると思うんです

けれども、事前にそういう中身についての説明

を受けていないということ。もう10年前に決め

られたんだと言われているんですけれども、私

どもが聞く範囲では、その時点では全く中身と

いいますか、内容は把握されていないのが実情

なものですから、そういうやり方でこういう危

険きわまりないものがこの宮崎に来ることに

なって、先ほども言いましたが、果たして県民

の安全が守られるのかというふうに思います。

2005年に沖縄からの日米共同訓練の移転が行

われるときにも、すごく地元も含めて反対もし、

宮崎県議会も反対の意見書を上げているんです

よね。そして日米地位協定の見直しは全国知事

会も求めておりますし、この県議会でもこの間

の議会では意見書も上げている状況なんですけ
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れど、この地位協定そのものがやはり非常に不

合理で不平等なものだと思います。それに基づ

いて今回のこういう措置もされるものですから、

そういう全般的な問題も含めて、国同士が決め

ればそれで全てを履行していくやり方にはやは

り問題があるという立場にぜひ県としても立っ

てほしいということを強く申し上げておきたい。

ここで決定されるものではないんですけれども、

強くそのことは申し上げておきたいと思います。

○右松委員 参考までにちょっとその新田原の

件で伺いたいんですけれど、近隣諸国との緊迫

した状況、それから沖縄の基地問題等、いろい

ろやはり背景がある中で、新聞報道に接しては

おりますけれども、地元新富町の対応といいま

しょうか、政府を含めた日米との調整の状況、

スタンスといいますか、それをどういうふうに

受けとめておられるのか。ちょっとそこを参考

までに教えてもらうとありがたいなと思ってい

ます。地元新富町の対応の状況をわかる範囲で。

○髙林危機管理局長 新富町のスタンスという

ことでございますが、まだ正式には聞いており

ませんが、これから町民の方の安全安心と丁寧

な説明を町のほうも求めていくということは聞

いております。正式なコメントはまだ直接聞い

ていないところでございます。

○右松委員 わかりました。

○武田委員 関連ですけれど、今右松委員が言

われるとおり、近隣諸国に独裁的国家がある中、

また普天間・沖縄の基地軽減という観点からも、

日本全体で考えないといけない問題と思ってい

ます。国のことですので、ここでどういう話を

していいかわからないんですが、今ずっと言わ

れているように、地域の方々への今後の対応に

ついての丁寧な説明を求めていくということに

なっているんですが、県・市町の方々に行くの

は当たり前ですけれども、住民の方々にもっと

きめ細やかに何回も何回も説明会みたいなもの

を開いていくべきだと思うんですが、そこらあ

たりは今後どういうふうになっているんでしょ

うか。

○髙林危機管理局長 まずは一番の新富町でご

ざいますが、各区長さんを中心に住民の方に対

してこれから説明をやっていくとお聞きをして

いるところでございます。

○武田委員 こういうのができる段階になって

からの説明ですので、本当は国がもっと早目早

目に─もちろん反対の方もいらっしゃるで

しょうから大変だと思うんですが、やっぱり丁

寧に国・県・町と一緒になって住民の方々に何

回も何回も伝えていかないと、先ほども言われ

ましたけれど、理解はなかなかされないかもし

れませんが、何とか認めていただかないと、県

としてはなかなか難しいかなと思っていますの

で、一緒になって丁寧な説明をよろしくお願い

いたします。

○髙林危機管理局長 私どもは、九州防衛局と

は災害時であるとかいろんな関係で協力体制を

とっておりますので、それにつきましては事あ

るごとにそういう説明とかを求めていきたいと

考えているところでございます。

○緒嶋委員 県としてはもう防衛局に対して、

直接、地元への丁寧な説明をお願いしたわけで

すか。

○髙林危機管理局長 正式に説明があったとき

に九州防衛局のほうには、この問題については

県民の安全安心の確保の観点から、地元関係市

町と連携し、より詳細な情報提供と地元への丁

寧な説明を行うよう、直接要請はしたところで

ございます。

○松村委員長 ほかに質疑はございませんか。
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○井本委員 基本的なことで申しわけないんだ

が、総合政策部からの説明は受けたんだけれど、

予算は具体的には財政課で仕切っておるんです

か。

○吉村財政課長 予算編成自体は財政課のほう

で取りまとめ等を行っております。ただ、新年

度予算を策定するに当たって新たな事業を構築

する際は、県の長期計画及びアクションプラン

に基づいて施策を構築することにしております

ので、新たな施策等については総合政策課のほ

うで道筋等を示している状況で、具体的な予算

編成に関しましては財政課で行っております。

○井本委員 わかりました。もう一つ。

シーリングはあるんですか。それともゼロベ

ースで全部やっているんですか。どっちでやっ

ているの。

○吉村財政課長 シーリングは、先ほど委員会

資料の１ページの２の（２）で示しております

とおり、各事業に関しましてシーリングを設定

しているところでございます。その枠の範囲内

で各部局には要望をお願いしております。今年

度につきましては、今まで補助公共事業等につ

きましては95％までということで５％カットし

た上での要求をお願いしておりましたが、先ほ

ど御説明いたしましたように、国の概算要求等

の状況、あと本県といたしましては社会基盤整

備等に力を入れる必要があると考えておりまし

て、公共予算等の要求額を対前年度同額まで引

き上げて認めることとしたところでございます。

○井本委員 そのシーリングは、国のほうにも

もちろんあるんだろうけれども、ある意味、縦

割り行政の弊害よね。本当は予算はゼロベース

から見直していって本当に必要なものをつけて

いくのが本来的なあり方のはずなのに、こう枠

をかけてその中でおさめなさいというのは、本

来的な予算の組み方じゃないんじゃないかとい

う気はするんだけれどね。国のように縦割り行

政が強いところではしようがないのかなとは思

うけれど、県ぐらいでそのシーリングをかけな

いといかんのかなという気がするんだけれど、

どうなの。

○吉村財政課長 本県につきましても、決して

財政状況がいいわけではございません。あと今

後、先ほど御説明いたしましたとおり、国体の

施設整備等が来ます。多額な財政負担が見込ま

れますので、やはり財政の健全化は必要であろ

うということで、財政改革を不断の取り組みと

して実行をしているところであります。その一

方で、公共事業につきましては、社会基盤の整

備がおくれている関係できっちりとした予算措

置をすべきだろうというふうに考えております。

あと公共事業以外の政策的経費につきましては、

基本周期ということで、新規事業につきまして

おおむね３年の設定をした上で事業構築をして

いただいております。漫然と同じ事業を続ける

のではなくて、３年ごとにそれぞれ事業の効果

等を見直した上で改めて予算要求をしていただ

くということで、より効果的・効率的・政策的

な予算が計上されるように工夫をしているとこ

ろでありまして、その一環としてシーリングを

設定しているところでございます。

○井本委員 どうもいまいちよくわからんけれ

ど、基本的なものが必要だというとき、シーリ

ングは、あなたの言い方だと要するに予算規模

を小さくするためにかけておるんだというわけ

でしょう。予算規模が小さくなるとか何とかじゃ

なくて、本当に必要なものだったらもっとほか

を少なくして措置してもいいわけだよ、極端に

言えばね。だからその辺のことはきちっとして

いるのかと私は言っておるわけですよ。
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○吉村財政課長 シーリングをかけることで浮

いた財源については、新規・改善事業の財源と

して全額戻しておりますので、決して予算規模

を縮小するためにシーリングをかけているわけ

ではなくて、今やっている事業についてシーリ

ングをかけることで、まず必要性なり効果を一

度検証していただいた上で予算要求をしていた

だいているということであります。

○井本委員 シーリングをかけて浮いた予算を

と言っておるでしょう。そもそも必要なものは

必要、要らんものは要らんとやるべきなのに、

最初にシーリングがあって浮いた予算という発

想がおかしいんじゃないかって私は言いよるわ

けよね。必要なものとか何とかじゃなくて、と

りあえずシーリングをぱしっとかけて、そして

浮いた予算をどこかに持っていこうという発想

ですか、今やっておるのは。

○吉村財政課長 シーリングをかけることで、

今漫然と続けているような事業があれば、もう

一度見直していただいて、必要であればまたそ

の額を要望していただいても全然構わないわけ

です。前年度と同額としてしまうと見直すこと

なく事業を続けてしまう可能性もありますので、

一度各部局においてシーリングの枠を設定した

上できっちり見直していただいて、必要な事業

には必要な額をつけていく作業をしているとこ

ろであります。

○井本委員 もう水かけ論かもしれんけれど、

そもそもシーリングをかけることが必要かどう

かを見直しとらんのでしょう、簡単に言えば。

この前、総合政策部はゼロベースで予算を組

みますって言いよったよ。ゼロベースで全てを

見直していきますよと、そして予算を組み立て

ていきますよと言いよったのが、あなたはシー

リングを先にかけて、そして残った分を必要な

ところに配りますと、それはおかしいんじゃな

いかと私は言いよるわけよ。

○吉村財政課長 シーリングというのはあくま

でも要求の限度額でありまして、当然全ての事

業についてゼロベースできっちり見直しはやっ

ていただいております。その上でシーリングを

上限として要求をいただいているということで

あります。

○右松委員 翌年度の予算編成に影響が出てく

るそのシーリングの考え方ですが、一方で予算

の使い切りでありますとか、あるいはその各部

局の経費削減に対しての評価をどういうふうに

されているのか。経費を削減した中での評価シ

ステムができ上がっているのかどうかをちょっ

と伺いたいと思います。

○吉村財政課長 今の委員の御質問につきまし

ては、１ページの予算要求限度額の一番下、公

共事業費以外のところに新規・改善事業という

欄がございます。新規・改善事業の各部の枠に

つきましては、各部局が事務事業の見直しで捻

出した財源につきまして、全て各部局に新規・

改善事業の枠としてお返しする、一生懸命見直

し等を行っていただいたところにはその分全て

新規事業を構築するための財源としてお返しす

ることで、そのあたりの努力を評価していると

ころであります。

○松村委員長 ほかに質疑はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 報告事項に関しての質疑は以上

といたします。

その他で何かありませんか。

○楠田防災拠点庁舎整備室長 防災拠点庁舎整

備室でございます。

常任委員会資料とは別にＡ４の１枚の資料を

追加で配付しておりますので、そちらをごらん
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ください。

防災拠点庁舎に設置予定の免震ダンパーにつ

いて御報告いたします。

現在建設中の防災拠点庁舎には、地震の際に

建物の揺れを抑えるため、免震オイルダンパー

を設置することとしております。

これにつきまして、１の現状にありますとお

り、光陽精機が製造し、川金コアテックが出荷

する12基を使用する予定でしたが、このたびそ

の製品に検査データの書きかえがあったとの報

道を受け、庁舎建設工事の受注者に確認したと

ころ、６基が報道された型式と同一であること

がわかりました。そこで、直ちに受注者に対し

て、川金コアテックからの情報収集に努め、速

やかに県に報告するよう指示したところでござ

います。

ちなみに、免震オイルダンパーとは、右下の

ほうにイメージ図を載せておりますが、免震ゴ

ムなどの支承材とセットで設置されまして、地

震が起きた際には油の粘性を利用してダンパー

が伸縮することで地震のエネルギーを吸収し、

建物の揺れを抑えるものであります。

次に、２の国土交通省の対応であります。

問題となりましたＫＹＢや川金コアテック等

に対しましては、既に設置しているオイルダン

パーについて交換その他の必要な対策を行うこ

とに加えまして、①にありますとおり、徹底し

た原因究明のもとに再発を防止するための改善

策を取りまとめて報告すること、また、②にあ

りますとおり、国において品質管理方法が適正

に改善されたと判断されるまで、今後出荷する

ダンパーについて、第三者による全数立ち会い

のもとで性能確認試験を行うことが指示されて

おります。

さらに、点線囲みの中の２項目めにあります

ように、10月17日には、免震ダンパーやその他

の免震装置で大臣認定を受けている事業者88社

を対象に品質管理体制に関する実態調査を依頼

したところであり、４項目めにありますとお

り、30日の大臣会見におきまして、光陽精機及

び川金コアテックを除く86社のうち85社から不

正はないとの報告を受け、残る１社についても

早期の報告を求めると発表されております。

なお、資料にはございませんが、昨夜、国土

交通省から残る１社からも報告があり、86社全

てについて不正はなかったとの発表が行われた

ところであります。

最後に、３の今後の対応でありますが、県と

しましては、国、川金コアテック等の対応状況

を踏まえながら、防災拠点庁舎の機能・安全性

の確保を最優先に、受注者や設計・工事監理者

と対応を協議してまいりたいと考えているとこ

ろです。

説明は以上でございます。

○松村委員長 質疑はありませんか。

○緒嶋委員 この不正があるような物を使って

はいかんわけですが、防災拠点庁舎は今からだ

からもう間違いなく合格した物を使われるだろ

うと思うんですけれど、既設置分について、宮

崎県ではこういう不正な免震ダンパーを使って

おる建物はあるのですか。

○楠田防災拠点庁舎整備室長 今回の川金コア

テックのほうに関しては、宮崎県での使用事例

はないんですけれども、その前にあったＫＹＢ

のほうでは１件という報道がされております。

○緒嶋委員 全国的には1,000件とかいろいろ言

われておりますので、その中で宮崎県はわずか

１件というのはよかったというか。今後そうい

うのが新たに出てくることは考えられんわけで

すね。



- 24 -

平成30年11月１日(木)

○楠田防災拠点庁舎整備室長 現時点では、そ

ういった書きかえをしたのが、あくまでも自主

社内検査ですけれども、ＫＹＢと川金となって

います。残りのところについては不正はないと

出ているので、多分もう出てくることはないと

は思いますけれども、これはわかりません。

○松村委員長 ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 質疑もないようですので、以上

をもって総務部を終了いたします。執行部の皆

様、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午前11時37分休憩

午前11時39分再開

○松村委員長 委員会を再開いたします。

その他で何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 特にないようですので、以上を

もって本日の委員会を終了します。

午前11時39分閉会



署 名

総務政策常任委員会委員長 松 村 悟 郎


